
平成平成平成平成２５２５２５２５年年年年１２１２１２１２月教育委員会会議月教育委員会会議月教育委員会会議月教育委員会会議のののの要旨要旨要旨要旨

１　日時

　平成２５年１２月２０日（金）　１４時００分～１５時４５分

２　場所

　山口市役所別館１階第２会議室

３　出席委員

　横山委員長、吉岡委員、宮原委員、大野委員、國弘委員、佐々木委員、岩城委員（教育長）

４　欠席委員

　なし

５　事務局

　小川教育部長、中谷教育部次長、西村参事、楳本教育総務課長、田中教育施設管理課長、

　松田学校教育課長、上村社会教育課長、山根文化財保護課長、安光スカウトジャンボリー

　支援室長、小野教育総務課主幹、中村教育総務課主査

（（（（議案議案議案議案））））

○議案第１号「平成２６年度山口市立小･中学校教職員人事異動内申の方針について」

（概要）

（主な意見や質疑）

質問　：

回答　：

○議案第２号「保護者の申立てによる就学学校変更の許可について」

（概要）

　平成２６年度山口市立小･中学校教職員人事異動内申の方針について、承認された。

１．内容
　　人事異動をもって学校を活性化するための方針

　各学校での研修であるとか、へき地や特別支援の経験があるかなどである。

　保護者の申立てによる就学学校変更の許可について、承認された。

１．内容
　　個人情報を含む案件であり、非公開とする。

質問　：
　小・中学校とも同一校勤務が７年を超える者は、昨年度は何人いて、そのうち、
異動した者は何人いるか。また、今年度の対象者は何人いるか。

　多様な教職経験とは、具体的にどのような経験であるか。

意見　：
　産休、育休となると７年以上に延びる先生がいるが、実質の勤務とは違っている
ので、そのあたりの御配慮をお願いしたい。

回答　：
　昨年度は小学校に２４人、中学校に２５人いて、そのうち、小学校では２３人、中
学校では２４人が異動している。また、今年度の対象者は小学校に４０人、中学校
に１８人いる。



○議案第３号「山口市文化財審議会委員の委嘱について」

（概要）

（主な意見や質疑）

質問　：

回答　：

○議案第４号「山口市教育委員会委員長の選挙について」

（概要）

○議案第５号「山口市教育委員会教育長の任命について」

（概要）

（（（（報告事項報告事項報告事項報告事項））））

○報告第１号「平成２５年１２月定例市議会の審議結果等について」

（概要）

　平成２５年１２月定例市議会の審議結果等について、事務局から報告があった。

　山口市文化財審議会委員の委嘱について、承認された。

１．内容
　　任期満了に伴う委員の委嘱換え
２．委嘱日
　　平成２６年１月１日

　山口市教育委員会委員長の選挙について、下記のとおり決定した。

　委員に定年はあるか。また、年齢構成はどうなっているか。

１．氏名

　　岩城　精二
いわき せいじ

２．任期

　　平成２５年１２月２３日から平成２９年１２月２２日まで

１．氏名

　　大野　嘉香
おおの よしか

２．任期

　　平成２５年１２月２３日から平成２６年１２月２２日まで

　山口市教育委員会教育長の任命について、下記のとおり決定した。

１．内容
　　（審議結果）
　　・教育費補正予算と、消費税増税に伴う条例改正についての可決
　　・教育委員の任命についての同意
　

　定年はなく、８０歳以上の委員が３名、残りは６０代である。



（主な意見や質疑）

質問　：

（（（（協議事項協議事項協議事項協議事項））））

○協議第１号「就学援助制度について」

（概要）

（主な意見や質疑）

意見　：
　４月から消費税があがるので、就学援助の金額が下がれば、援助を受けている
家庭の実態はかなり厳しくなり、部活動などを含めて、どういう影響を受けるか大
変心配である。

意見　：
　新年度を迎えて、たくさん購入するものもあるので、消費税のことをどう考えてい
くかを、できるだけ早くアンケートをとるなどして、実態の把握を進めていただきな
がら、早い時期に検討委員会を開いていただきたい。

１．提案理由
　　経済的理由により就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励については、生活保護基準
の見直しによる影響があり、就学援助制度の基準額についてのあり方を協議するため。

　就学援助制度について、事務局から提案があり、協議した。

　　（概況報告）
　　・山口市教育振興基本計画策定の進捗状況
　　・山口市指定文化財の指定等
　　（一般質問）
　　・ＩＣＴ教育の導入
　　・全国学力･学習状況調査結果の公表
　　・図書館への雑誌スポンサー制度の導入
　　・電子図書館の開設
　　（教育民生委員会での質問）
　　・いじめ防止対策推進法

　市と国の文化財を保存していく場合の予算措置はどうなっているか。

意見　：
　多くの人に支援するのではなく、本当に必要なところに手当てしていくことが必要
である。

　非該当となった方には、窓口申請の際、所得等の状況をみながら詳しく説明した
い。

回答　：

回答　：
　市の文化財は市と所有者で半分ずつ、国の登録文化財は補助がなく、所有者
で維持管理していただくことになる。

質問　：
　見直しの影響によって非該当になる方には、納得できるような説明を実施される
のか。


